
【様式第１号】

（単位：千円）

金　　額 金　　額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 228,589,907 固定負債 113,620,990

有形固定資産 217,508,936 地方債 76,080,383

事業用資産 87,950,442 長期未払金 159,748

土地 45,916,005 退職手当引当金 11,046,554

立木竹 - 損失補償等引当金 -

建物 93,773,786 その他 26,334,306

建物減価償却累計額 △ 56,255,040 流動負債 11,576,129

工作物 8,023,403 １年内償還予定地方債 8,609,487

工作物減価償却累計額 △ 4,069,966 未払金 1,781,955

船舶 - 未払費用 3,842

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 989,221

航空機 - 預り金 95,684

航空機減価償却累計額 - その他 95,940

その他 22,000 125,197,119

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 540,255 固定資産等形成分 232,735,035

インフラ資産 115,517,492 余剰分（不足分） △ 115,685,977

土地 34,705,811 他団体出資等分 -

建物 21,130,787

建物減価償却累計額 △ 13,238,356

工作物 180,294,897

工作物減価償却累計額 △ 109,958,001

その他 163,440

その他減価償却累計額 △ 124,351

建設仮勘定 2,543,266

物品 44,779,630

物品減価償却累計額 △ 30,738,628

無形固定資産 79,783

ソフトウェア 71,919

その他 7,863

投資その他の資産 11,001,188

投資及び出資金 1,301,704

有価証券 182,170

出資金 1,119,534

その他 -

投資損失引当金 △ 98,564

長期延滞債権 5,085,761

長期貸付金 220,595

基金 4,460,717

減債基金 -

その他 4,460,717

その他 106,651

徴収不能引当金 △ 75,676

流動資産 13,656,270

現金預金 5,337,764

未収金 2,650,859

短期貸付金 1,230,009

基金 2,915,119

財政調整基金 2,494,643

減債基金 420,475

棚卸資産 1,509,788

その他 37,335

徴収不能引当金 △ 24,605

繰延資産 - 117,049,058

242,246,177 242,246,177資産合計 負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（令和４年（2022年）３月31日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計

純資産合計



【様式第２号及び第３号】

（単位：千円）

金　　　額

経常費用 99,575,729

業務費用 40,839,621

人件費 16,183,243

職員給与費 12,814,261

賞与等引当金繰入額 978,951

退職手当引当金繰入額 832,336

その他 1,557,696

物件費等 23,299,893

物件費 13,948,138

維持補修費 2,142,652

減価償却費 7,206,587

その他 2,516

その他の業務費用 1,356,484

支払利息 485,363

徴収不能引当金繰入額 53,200

その他 817,921

移転費用 58,736,108

補助金等 44,434,771

社会保障給付 14,210,903

他会計への繰出金 -

その他 90,434

経常収益 16,052,145

使用料及び手数料 15,064,490

その他 987,656

純経常行政コスト 83,523,583

臨時損失 630,415

災害復旧事業費 -

資産除売却損 607,880

投資損失引当金繰入額 11,181

損失補償等引当金繰入額 -

その他 11,354

臨時利益 221,963

資産売却益 701

その他 221,262 固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

純行政コスト 83,932,035 △ 83,932,035 -

財源 87,702,275 87,702,275 -

税収等 45,505,568 45,505,568 -

国・道等補助金 42,196,707 42,196,707 -

本年度差額 3,770,240 3,770,240 -

固定資産の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 -

無償所管換等 715,821

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

その他 1,000

本年度純資産変動額 4,487,061 △ 370,323 4,857,384 -

前年度末純資産残高 112,561,997 233,105,358 △ 120,543,361 -

本年度末純資産残高 117,049,058 232,735,035 △ 115,685,977 -

科　　　　　　　　　目

金額

全体行政コスト及び純資産変動計算書
自　令和３年（2021年）４月１日
至　令和４年（2022年）３月31日



【様式第４号】

（単位：千円）

金　　　額

【業務活動収支】

業務支出 92,721,397

業務費用支出 33,985,289

人件費支出 16,584,559

物件費等支出 16,094,570

支払利息支出 485,682

その他の支出 820,478

移転費用支出 58,736,108

補助金等支出 44,434,771

社会保障給付支出 14,210,903

他会計への繰出支出 -

その他の支出 90,434

業務収入 93,036,076

税収等収入 45,608,587

国・道等補助金収入 31,171,577

使用料及び手数料収入 15,289,413

その他の収入 966,499

臨時支出 3,496

災害復旧事業費支出 -

その他の支出 3,496

臨時収入 9,540,587

業務活動収支 9,851,769

【投資活動収支】

投資活動支出 10,326,033

公共施設等整備費支出 5,025,659

基金積立金支出 1,575,684

投資及び出資金支出 40,628

貸付金支出 3,683,062

その他の支出 1,000

投資活動収入 5,250,984

国・道等補助金収入 1,352,801

基金取崩収入 812,530

貸付金元金回収収入 2,696,324

資産売却収入 56,950

その他の収入 332,380

投資活動収支 △ 5,075,049

【財務活動収支】

財務活動支出 9,458,714

地方債償還支出 9,361,132

その他の支出 97,582

財務活動収入 6,011,428

地方債発行収入 6,011,428

その他の収入 -

財務活動収支 △ 3,447,286

本年度資金収支額 1,329,435

前年度末資金残高 3,968,595

本年度末資金残高 5,298,030

前年度末歳計外現金残高 39,021

本年度歳計外現金増減額 713

本年度末歳計外現金残高 39,734

本年度末現金預金残高 5,337,764

全体資金収支計算書
自　令和３年（2021年）４月１日
至　令和４年（2022年）３月31日

科　　　　　　　　　目



【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：千円）
本年度末残高 本年度末 差引本年度末残高

前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 （A）+（B）-（C） 減価償却累計額 本年度償却額 （D）-（E）
（A） （B） （C） （D） （E） （F） （G）

事業用資産 146,869,104 2,149,814 743,470 148,275,448 60,325,006 2,196,216 87,950,442
　土地 45,944,742 392,298 421,035 45,916,005 － － 45,916,005
　立木竹 － － － － － － －
　建物 92,812,465 1,210,428 249,107 93,773,786 56,255,040 1,829,419 37,518,746
　工作物 7,951,076 72,326 － 8,023,403 4,069,966 366,797 3,953,436
　船舶 － － － － － － －
　浮標等 － － － － － － －
　航空機 － － － － － － －
　その他 － 22,000 － 22,000 － － 22,000
　建設仮勘定 160,820 452,762 73,328 540,255 － － 540,255
インフラ資産 236,650,705 2,551,168 363,674 238,838,200 123,320,708 3,453,530 115,517,492
　土地 34,665,101 40,853 144 34,705,811 － － 34,705,811
　建物 21,095,704 106,497 71,414 21,130,787 13,238,356 382,221 7,892,431
　工作物 178,945,023 1,420,229 70,355 180,294,897 109,958,001 3,071,309 70,336,896
　その他 163,440 － － 163,440 124,351 － 39,089
　建設仮勘定 1,781,437 983,589 221,761 2,543,266 － － 2,543,266
物品 43,915,051 1,372,759 508,180 44,779,630 30,738,628 1,017,093 14,041,002

合計 427,434,860 6,073,742 1,615,323 431,893,278 214,384,342 6,666,839 217,508,936

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 20,189,534 34,922,071 1,143,201 18,350,032 2,068,324 2,677,881 8,599,399 87,950,442
　土地 9,850,451 19,296,983 330,453 8,114,310 1,524,558 531,808 6,267,443 45,916,005
　立木竹 － － － － － － － －
　建物 9,989,542 14,348,795 744,802 7,456,123 543,766 2,138,423 2,297,296 37,518,746
　工作物 349,542 786,624 17,361 2,779,599 － 7,650 12,660 3,953,436
　船舶 － － － － － － － －
　浮標等 － － － － － － － －
　航空機 － － － － － － － －
　その他 － － － － － － 22,000 22,000
　建設仮勘定 － 489,669 50,585 － － － － 540,255
インフラ資産 115,358,958 － － 107,640 － － 50,894 115,517,492
　土地 34,673,913 － － － － － 31,898 34,705,811
　建物 7,778,905 － － 94,530 － － 18,996 7,892,431
　工作物 70,323,786 － － 13,110 － － － 70,336,896
　その他 39,089 － － － － － － 39,089
　建設仮勘定 2,543,266 － － － － － － 2,543,266
物品 9,490,235 1,902,463 12,640 1,631,087 23,745 670,460 310,371 14,041,002

合計 145,038,728 36,824,534 1,155,841 20,088,759 2,092,069 3,348,341 8,960,664 217,508,936

区分
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注記 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和 59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

     ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

  イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

     取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価        

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価 

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

なお、地方公営企業会計（病院事業会計、水道事業会計、下水道事業会計、産業廃棄物等処分事 

業会計、簡易水道事業会計）においては、原則、取得原価としています。 

    

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

② 出資金 

   ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

                         （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 原材料、商品等･････････先入先出法による原価法 

  ② 販売用土地･････････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第 4条第 2項各号

に掲げる方法 

 

 

 

 

 



2 
 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

     建物    7年～65年 

     工作物   3年～80年 

     物品    2年～50年 

  ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

    （ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。） 

  ③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内のリース 

取引及びリース契約 1件あたりのリース料総額が 300万円以下のファイナンス・リース取引 

を除きます。）･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

    イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内のリー 

ス取引及びリース契約 1件あたりのリース料総額が 300万円以下のファイナンス・リース取 

引を除きます。）････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額 

が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

    未収金については、過去 5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

    長期延滞債権については、過去 5年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討 

し）、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金については、過去 5年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、 

徴収不能見込額を計上しています。 

  ③ 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

  ④ 賞与等引当金 

    翌年度 6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に 

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース契約 1件あたりの 

リース料総額が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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⑺ 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少

なもので、3か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいいます。ただし、一般会計等におい

ては、小樽市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等としています。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで

います。 

 

⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、地方公営企業会計（病院事業会計、水道事業会計、下水道事業会計、産業廃棄物等処分事 

業会計、簡易水道事業会計）については、税抜方式によっています。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

⑴ 会計方針の変更 

該当する事項はありません。 

 

⑵ 表示方法の変更 

 該当する事項はありません。 

 

⑶ 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更 

 該当する事項はありません。 

 

3 重要な後発事象 

⑴ 主要な業務の改廃 

 該当する事項はありません。 

 

⑵ 組織・機構の大幅な変更 

   該当する事項はありません。 

 

⑶ 地方財政制度の大幅な改正 

 該当する事項はありません。 

 

⑷ 重大な災害等の発生 

 該当する事項はありません。 

 

4 偶発債務 

 ⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

  該当する事項はありません。 
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⑵ 係争中の訴訟等 

   該当する事項はありません。 

 

5 追加情報 

⑴ 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

港湾整備事業 

特別会計 

地方公営事業会計 全部連結 － 

青果物卸売市場事業 

特別会計 

地方公営事業会計 全部連結 － 

水産物卸売市場事業 

特別会計 

地方公営事業会計 全部連結 － 

国民健康保険事業特

別会計 

地方公営事業会計 全部連結 － 

介護保険事業 

特別会計 

地方公営事業会計 全部連結 － 

後期高齢者医療事業

特別会計 

地方公営事業会計 全部連結 － 

病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

産業廃棄物等処分 

事業会計 

地方公営企業会計 全部連結 － 

簡易水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

 地方公営事業会計及び地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第 235条の 5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との

間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整

しています。 

 ⑶ 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

⑷ 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

   ア 範囲 

    小樽市用途廃止施設の利活用検討会議において売却予定とされている公共資産 
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   イ 内訳 

事業用資産  23,634千円（  23,634千円） 

土地     23,634千円（  23,634千円） 

  建物          0千円（       0千円） 

      令和 4年 3月 31日時点における売却可能価額を記載しています。 

      売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によってい

ます。 

上記の（ △△△ 千円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 

 


